
直接基礎地盤の平板載荷試験（例） 

 

注（単位については、国際単位系により換算して記載しているが、 

実際の管理と相違する場合がある） 

１ 試 験 の 目 的 

構造物基礎の設計または設計条件の確認のために、載荷板の荷重沈下関係から地盤反力係数や

極限支持力などの地盤の支持特性を求めるために行うものである。文献としては土質工学会基準 

「地盤の平板成果試験方法・同解説」を参考とした。 
 
２ 試 験 の 方 法 

① 載荷の方式は 1 サイクル方式と多サイクル方式に大別されるが、測定の目的が地盤の支持特

性の把握が主であれば、1 サイクル方式で差し支えないとされているので、1 サイクル方式と

した。 

② 載荷板および試験地盤の準備は「地盤の平板載荷試験方法・同解説」を参照のこと。 

③ 載荷すべき最大荷重は、試験の目的が設計荷重を確認する場合は、常時あるいは長期設計荷重 

の 3 倍程度以上に設定する必要があるとされているので、本例では 

長期設計支持力 272.6KN/㎡×3＝817.8 KN/㎡以上とする。 

④ 荷重は、計画最大荷重を 8 段階以上に原則として等分割して載荷することとなっているので、 

本例では 8 段階として、 

平板の面積=1/4πＤ2=0.7854×0.32＝0.071 ㎡  1 ㎡÷0.071 ㎡＝14.084 

817.8÷8＝102.23 KN/㎡      102.23×0.071＝7.258 KN 

よって 1 回当りの載荷重を 8KN とした。1 ㎡当りの載荷量は 8×14.084＝112.7 KN 

最大荷重は 8×8×14.084＝901.4 KN/㎡とした。 

⑤ 本載荷に先立って、変位計が正常に作動するかを確認すると共に、地盤の表面と載荷板との接 

触部分の乱れの程度を担握する目的で、予備載荷を行うこととなっている。また、予備載荷時

の荷重は、原則として計画最大荷重の 1/8 および第 1 段階の荷重を越えない範囲の一定荷重と

なっているので、本例では 56.3 KN/㎡（54.9×0.071＝4KN）とした。 

901.4÷8＝ 112.7KN/㎡  112.7 ＞ 56.3 ok 

第 1 段階の荷重           112.7 ＞ 56.3  ok 

なお、予備載荷は急速繰返しにより行い、その都度荷重と沈下を測定するが、本例では 2 回

の予備載荷を行った。 

⑥ 本載荷の各段階の荷重速度は速やかに一定速度で行うこととし、荷重保持期間は 30 分程度の

一定時間とする。ただし、載荷の荷重段階においては、5 分程度の一定時間とする。また、沈

下測定は、各段階ごとの荷重到着直後から 0 分、1 分、2 分、5 分および以後 5 分ごとに測定す

る。 
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３ 試 験 結 果 

① 測定結果を基に「載荷－沈下曲線」「時間－沈下曲線」「時間－載荷曲線」および予備載荷にお 

ける「荷重－沈下曲線」を作成する。 

② 極限支持力は下記の場合の単位当りの荷重となる。 

イ.「荷重－沈下曲線」において、沈下が急激に増大しはじめこれ以上載荷を増加することが

難しく、曲線が沈下軸にほぼ平行となる場合。 

ロ. 試験時に載荷板が大きく傾斜したり、あるいは載荷板周辺の地盤に大きなき裂や盛上が

りが生じた場合。 

ハ. 沈下が 5 ㎝（載荷板直径の約 15%）を越えない範囲において、次のうちのいずれか小さ

な荷重。 

a「荷重－沈下曲線」において、沈下の増加が大きくなり、沈下が直線的に増加し始める 

荷重 

b logp－S 曲線を求めその曲線が沈下軸にほぼ平行になり始める荷重。 

本例の場合上記イ、ロからは極限支持力を求めることができないので｢ハ｣を通用すること

とした。 

試験最大荷重 901.4 KN/㎡に対する最終沈下量 3.888 ㎝で、5 ㎝を下回っているので「ハ」

が適用できる。 

a 曲線の状態からは判定不可能 

b 曲線の状態から 863.0 KN/㎡を判定 

故に 863.0 KN/㎡が極限支持力となり、長期設計支持力 272.6 KN/㎡の約 3.1 倍の安全率を

確保しており、設計支持力を満足している。 
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